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４ 実施の効果とその評価 

〇SSHプログラム全般 

今年度は１学年の「共創探究基礎」に加え、２

学年の課題研究科目である「共創探究Ⅰ」を開始

し、24 のテーマに分かれて小集団で輪読及びグル

ープ研究等の探究活動を行った。また、科学技術

人材を広く育成するため、すべての１・２年生を

対象に講演会を実施して、ECMO 人工肺の開発に携

わった研究者から、最先端の科学について紹介し

ていただくだけでなく、本校の卒業生の立場から

「高校生としてやっておくべきこと」も熱く語っ

ていただいた。また、学校設定科目「サイエンス

インターンシップ」を実施して、「神奈川県立生

命の星・地球博物館」及びつくば市の「物質・材

料研究機構」等にて実習・見学を行うなど、科学

技術人材育成のための取組を実施し、参加生徒の

科学への興味関心を高めるだけでなく、職業観の

育成にもつなげることができた。これらの取組は

オンラインも活用しながら実施しており、オンラインを活用した教育活動のノウハウについて蓄積す

ることもできた。特に１学年生徒は、昨年度のアンケート調査と比較して「課題解決構想力」「論理

的思考力」等の資質・能力について身に付いていると肯定的に捉えており、さらに世界を変えたいと

いう将来への明るい展望を持つ生徒が、令和２年度から令和３年度にかけて 15％増加するなどして

いる。昨年度は臨時休業期間等もあり、十分に SSH事業の目的を生徒と共有することができない一面

も見られたが、今年度は予定していた SSH事業をほとんど実施することができ、かつ２年目に入り学

校設定教科「共創・探究」をはじめとした様々な SSH のノウハウを蓄積することができ、その中で

SSH 事業が１学年生徒の資質・能力の向上につながったと考えられる。また、「SSH 校は面白そうだ

と思う。」は 76.3％から 88.8％へ（❹関係資料‐３① No１）、「理科・数学・情報等科学への興味

がある。」は 67.6％から 76.4％へ（❹関係資料‐３① No２）と、いずれも 10 パーセント前後の上

昇を示した。これらは、学校としての対外的な取組の成果として、特に中学３年生（入学生）に対し

て、地域から SSH校として認知されてきた結果と考えられる。 

 

〇仮説Ａ（理数系教科・科目を重視した文系・理系の類型によらない教育課程）及び仮説Ｂ（課題研

究を中心とした学校設定教科「共創・探究」の設置） 

１学年で学ぶ学校設定科目「共創探究基礎」について、「『共創探究基礎』の授業に興味深く、意

欲的に取り組めている。」という設問に対し、「あまり思わない」、「思わない」と否定的な回答を

44%56%

将来、世界を変えていける
ような、大きな事業を起こ
したい。（令和３年度）

29
%71

%

（令和２年度）

＊左側のグラフは令和３年度１年生、右側は令和２年度１年生 

＊グラフ中の斜線は肯定的回答、有色は否定的回答 
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「共創探究基礎」により、
探究のプロセスについての理
解が深まった。
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%

解決すべき問題を論理的
に筋道をたてて解決しよ
うとした。
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している生徒は、昨年度の 23.1%から今年度は 21.7%と減少傾向にある（❹関係資料‐３① No64）

が、その減少の割合は 1.4％、人数で言えば４人程度であり、改めて、生徒の授業への距離間をいか

に縮めていくか、授業の意義や SSH校としての学校の在り方をさらに検討していく必要がある。 

課題研究が始まった２学年生徒については、昨年度（１学年時）には「問題（課題）に直面した

時、多角的な視点から、科学的な見方や考え方を通じて解決しようとする。」と回答したのが 46.5%

（❹関係資料‐３① No38）、「問題（課題）に直面した時、解決すべき課題を科学的な筋道を立て

て分析している。」と回答したのが 33.3%（❹関係資料‐３① No39）であったが、今年度（２学年

時）は下の【表】の通り、大多数が質問項目に対して肯定的な回答をしており、本校が育成を目指す

「論理的思考力」「問題発見・解決能力」「課題設定力」「課題解決構想力」については一定の成果

が上がっている。 

また、「多様な他者との協働」については、昨年度（１学年時）は「多様な他者との協働により、

困難な課題に立ち向かう意思がある。」では 76.0%（❹関係資料‐３① No.40）が、「対話や、連携

を大事にし、新たな価値を創造する力がある。」では 63.8%（❹関係資料‐３① No.41）が肯定的な

回答をしたが、今年度（２学年時）は【表】の質問６・７・８の通り、概ね肯定的な回答をしてい

る。また、研究倫理についても９割を超える生徒が正しく理解している傾向がうかがえる。一方、

「輪読するテーマや課題研究テーマに対し、意義や背景を他者に対しわかりやすく説明できる」とい

う設問に対しては、肯定的な評価をした生徒は 65.2％と、約３分の２程度にとどまり、今後の授業

展開の手法について、再検討する必要があると思われる。また、「議論や討議等話し合いを、協調性

をもって他者と協働して取り組むことができる。」という設問に対しては、87.6％の生徒が肯定的

な回答をしている。このことから、協働して物事に取り組む重要性は、一定程度は生徒に浸透してい

ると思われる。今後、さらにこの数字を挙げるべく、努力を続けていく必要がある。 

【表】２学年生徒アンケート結果（❹関係資料―３②より抜粋） 

質問事項 
育成を目指す資質・

能力 

肯定的

回答 

１．意見や手順を、論理的に展開できる。（No.6） 論理的思考力 81.1% 

２．課題を論理的に構造化することができる。（No.7） 
課題設定力 

課題解決構想力 
72.4% 

３．筋道建てた、論理的な思考ができる。（No.9） 論理的思考力 82.2% 

４．得られた結果を正しく評価できる。（No.10） 問題発見・解決能力 88.1% 

５．得られた結果を基準に照らし合わせ、比較、推論ができる。

（No.11） 
問題発見・解決能力 85.7% 

６．自ら周囲に話しかけ、相手からも話しかけられ、議論する良好

な人間関係を築くことができる。（No.41） 

協働解決力 
73.1% 

７．自分が所属するゼミやチーム・班のメンバーとして、目標に向

かって積極的に行動できる。（No.43） 

協働解決力 
86.7% 

８．自分が所属するゼミやチーム・班のメンバーとして、与えられ

た役割を全うできるよう取り組むことができる。（No.44） 

協働解決力 
88.8% 

９．探究活動や実験等の発表において、先行研究からの引用や参照

した文献等については、出典を明記し、ねつ造や剽窃、改ざん、

盗用などの不正行為を一切行わず、責任のある研究活動を行って

いる。(No.54） 

倫理観 91.3% 
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以上より、SSH 校２年目の学校の取組の評価として、学校設定教科「共創・探究」については、❹

関係資料３の生徒アンケート評価の 12 月実施の調査では、１学年生徒の 103 問について全体平均を

とると、肯定的評価は 70.6％、２学年生徒の 54 問について全体平均をとると肯定的評価は 69.1%と

なり、２年目の取組としては成果が上がっている考える。今後、この数字を挙げていくために、各教

科の授業の質の向上、生徒及び教員の情報スキルの向上、教員及び生徒の学問に対する意識の向上を

目指していく。 

また、アンケート調査の結果には出ていないが、生徒のタブレット端末必携により、生徒の情報活

用能力の育成及び教員の授業改善を推進してきた。以前は、教員は職員室からＰＣとプロジェクター

を移動させ授業開始５分前には教室に入り、設定を行うなど煩雑な準備が必要であった。今年度で全

教室への大型のモニターの設置が完了し、タブレット端末をつなぐだけで以前と同様の授業を行える

ようになり、ハード面からもＩＣＴ活用を促進することができた。また、生徒もタブレット端末をモ

ニターにつなぐだけで発表等を容易に行うことができるよう改善した。このほか、各教室にはスクー

ルタイマーを設置し、多くの授業で教員が時間を管理しなが

らファシリテーターとなって、ペア活動やグループ活動、発

表等を行い、生徒が主体的・対話的に活動する場面を増やし

てくることができた。（＊モニターの購入にあたっては一部

を SSH 予算より、一部を学校の周年事業費等より捻出し、ス

クールタイマーは神奈川県教育委員会の「理数教育推進校」

の予算よりそれぞれ捻出し、活用している。） 

 

 

〇仮説Ｃ（研究に係る海外との交流及び海外研修プログラム） 

海外研修プログラムはコロナ禍で２年連続して実施することができなかった。このため、代替とし

て、オンラインによる海外高校生（モロッコ、ベトナム、中国）との交流や平塚市国際交流員による

出前授業等を実施し、さらに１・２学年での授業改善を促進し、国際性や海外に対する態度という資

質の観点から、生徒の「国際通用力」を高めることができた。 

「国際性（国際感覚）がある」（（❹関係資料‐３① No.17）の設問に対して、令和３年 12 月の

アンケートでは肯定的な回答が 47.4％であった。前年度のアンケートや６月のアンケートと比較し

ても、肯定的な回答の割合は増加傾向にある。「社会人になり、仕事をするようになったら、日本以

外の国や地域でも活躍したい」（（❹関係資料‐３① No.95）、「海外の高校生や大学生と、科学的

なテーマで意見交換などしたい」（❹関係資料‐３① No.101）の設問に関しても、令和３年 12月の

アンケートでは肯定的な回答がそれぞれ 60.5％、47.0％となっており、過去のアンケートと比較し

て肯定的な回答の割合が増加傾向にある。 

加えて、生徒の能力という観点も、「国際通用力」を育成できたと考えることができる。「将来、

多様な言語を用いた、グローバルな視点で活躍できる力がある」（❹関係資料‐３① No.48）の設問

については、40.5％が肯定的な回答であり、前年度アンケートに比べ、約７％増加している。令和

モニターやスクールタイマーは

すべての普通教室に設置 
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３年 12 月のアンケートでは、「英語で自分の意見を述べることが、以前よりもできるようになっ

た」（❹関係資料‐３① No.99）について肯定的な回答が 71.7％、「英語で自分の意見を述べたり

書いたりできる」（❹関係資料‐３① No.100）について肯定的な回答が 61.8％であった。こうした

結果は、ディベートやプレゼンテーションなどを取り入れた授業展開を続けたためと考えている。 

また、「外国語（英語）の学習において、他教科で学んだことが役に立つ」（❹関係資料‐３① 

No.93）の設問に対し、肯定的な回答は 74.0％であった。そのため、この傾向は、カリキュラム・マ

ネジメントの視点を意識した授業展開をしたためともいえるが、さらなる検証が必要である。 

〇その他、科学技術人材育成のための取組 

昨年度に引き続き、１・２学年の生徒を対象に講演会を実施し、SSHで求められる「国際的に活

躍する科学技術人材」、「新たな価値を創造する探究力」について、生徒に具体的なイメージを湧

かせることができた。また、希望者を対象に「サイエンス・インターンシップ」を実施し、研究機

関への訪問または実習を通じて、最先端の科学に触れるだけでなく、科学の有用性と職業観、倫理

観の育成を図ることができた。「令和３年度スーパーサイエンスハイスクール生徒研究発表会（兵

庫県神戸市）」において、ポスター発表賞を受賞するなど、生徒の研究活動についても成果を上げ

ることができた。 

〇校内推進体制 

すべての教職員で SSH事業に取り組むため、職員会議で SSH事業についての目的と内容を説明し、

「探究委員会」を中心に学校設定教科「共創・探究」の運営にあたった。教職員は❹関係資料―３の

③に示した通り、概ね SSH 事業について肯定的に捉えており、教職員全体での取組が浸透しつつあ

る。12月には、SSH運営指導委員会の委員長である森教授（名古屋大学）から、本校の理科の教職員

との懇談会を実施していただき、研究に対しての心構えやその指導についての貴重な示唆をいただく

ことができた。 

昨年度 12 月の教職員向けアンケート調査では、「SSH 事業に学校全体で取り組んでいる」と回答

したのが 24.5%（❹関係資料‐３③ 設問２）だったのに対し、今年度の同時期には 79.3%が肯定的な

回答をしている。これは、昨年度と比較し学校設定教科「共創・探究」に関わる教職員が大幅に増え

たことによるものであると考えている。新型コロナウイルス感染症による影響で、昨年度は十分に実

施することができなかった外部と連携した取組を、今年度は複数回にわたって実施することができた

ことで、教職員自身がその効果を実感できたと考えている。 
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